
北九州空港環境計画

平成２１年 ５月

国土交通省　大阪航空局 北九州空港事務所



はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1
第１章　基本方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2
（１）      環境計画を策定する背景と目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2
（２）      北九州空港の現況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2
（３）      環境目標の設定の考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5
（４）      実施方針の考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5
（５）      対象範囲・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6
第２章　実施体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6
（１）      エコエアポート推進部会の構成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6
（２）      エコエアポート推進部会の主な活動内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6
第３章　実施計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7
（１）      大気・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7
（２）      騒音・振動・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8
（３）      水・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8
（４）      土壌・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9
（５）      廃棄物・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9
（６）      エネルギー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10
（７）      自然環境・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10
（８）      その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11



Ｐ．１

はじめに

　環境問題は、２１世紀の人類がその叡智を結集して対応すべき最大の課題の
一つであり、その対象も大気汚染、水質汚濁等の地域的な問題から、温室効果
ガス、気候変動問題等地球規模での問題と拡大している。
　国土交通政策の重点政策の一つで「地球環境に対応したくらしづくり」では
地球温暖化対策の強化、循環社会の構築の推進等の取り組みを強化しています。
　一方、空港における環境対策は、航空機騒音に係る対策を中心として、空港
周辺の民家等の移転補償を進めるとともに、住宅、学校、病院等の防音工事や、
緩衝緑地等の整備を推進してきました。これら継続的な対策の結果、現在空港
の機能は維持され、旅客等の利便性も確保されております。
　しかしながら空港と環境との関わりは、単に航空機騒音のみではなく、大気
汚染や騒音・震動、空港からの排水等空港の運用に伴い空港周辺の環境に影響
を与える様々の要因があると考えられます。
　「環境モデル都市」北九州市に位置する空港として空港周辺との調和を考え
る場合、空港活動の実態を念頭に置きながらこれらの環境上の影響を極力小さ
くしていくことは極めて重要と考えます。
　今般、空港管理者を中心に空港内で活動する関係事業者のご理解とご協力を
いただき、大気汚染や騒音・振動、ＣＯ２の削減、リサイクル等の環境要素ご
との目標及び整備目標達成に向けた「北九州空港環境計画」としてとりまとめ
たところです。たところです。
　空港関係者のこのような取り組みが、空港周辺地域の環境に対しより良い影
響を与え、北九州空港が今後とも地域と共存し、発展することを期待するもの
であります。

平成２１年　５月２８日
北九州空港エコエアポート推進部会　会長

（国土交通省　大阪航空局　北九州空港事務所　所長）
升本　正人
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第１章　基本方針

（１）環境計画を策定する背景と目的

１）環境に対する背景
　近年、ＣＯ２削減対策を含む循環型社会の実現等、地球環境問題への取り組みが求めら
れる中、政府レベルではＣＯ２削減について目標を定め取り組みを強めている。併せて、
行政、企業、一般家庭等様々な分野においても、それぞれの分野で環境に対してできるこ
とを少しでも進めることが望まれている。空港は、その運用を行う中で、エネルギー消費
に伴う大気汚染物質等の発生や、廃棄物の発生、水の消費・排水の発生等様々な分野での
空港周辺の地域環境及び地球環境に少なからず影響を与えており、具体的な対策が望まれ
ている。　
一方、これまでの空港周辺環境対策により、航空機騒音による障害は着実に防止・軽減さ
れてきたが、航空機需要の増大とともに空港周辺環境対策も一層の充実が求められている
　また、交通政策審議会航空分科会空港整備部会の答申においても、今後の空港環境対策
のあり方として、空港の整備・管理運営に伴う環境負荷を低減するための施策について一
体的に推進することが必要であるとされている。

２）空港環境計画策定の目的
北九州空港においては、空港ターミナルビル会社、航空会社、公的機関などそれぞれの　北九州空港においては、空港タ ミナルビル会社、航空会社、公的機関などそれぞれの

立場で環境に対する活動に取り組んできている。
　今後、これらの環境に対する活動をさらに実効あるものにし、かつ、効率よく実施する
ためには、関係者が一体となって活動を推進するための共通の目標を持つことが重要であ
る。
　このため、環境要素ごとの目標、具体的施策、実施スケジュール等から構成される、共
通の目標としての「空港環境計画」を策定する必要がある。

（２）北九州空港の現況

１）北九州空港の概要
　北九州空港は、福岡県北九州市小倉南区と京都郡苅田町の沖合３ｋｍの周防灘の海上の
人工島に立地する海上空港であり、住所は北九州市小倉南区空港北町である。
　海上空港であるため、航空機騒音の環境基準を超える区域はすべて海上となり、騒音が
一般住民に影響を及ぼすことがないため、２４時間運用（九州では最初）となっている。

北九州空港

拠点空港　　国管理空港

国土交通大臣

福岡県北九州市小倉南区空港北町

北緯３３°５０′４４″　東経１３１°０２′０６″

Ｔ．Ｐ．６．１ｍ

約１６０ｈａ

２，６２０ｍ×３００ｍ

２，５００ｍ×６０ｍ

総延長２，８７８ｍ

７７，８０５㎡（ジェット機用）　１４，９７０㎡（小型機用）

標点位置

位　　置

設置管理者

種　　別

名　　称

敷地面積

標　　高

基
本
施
設

着陸帯

滑走路

誘導路

エプロン



大型ジェット機用 　２バース Ｐ．３

中型ジェット機用 　３バース

小型ジェット機用 　２バース

小型機用 １８バース

ＰＢＢ 　３基

２４時間

２）空港活動の概要
・北九州空港は、平成２０年の実績によれば、年間航空旅客数約１２３万人、航空貨物約
１万トン、着陸回数約０．８万回を取り扱う空港である。
・北九州空港の国内線は、平成２０年の実績では東京、那覇の２路線であり、国際路線は
上海(20.5月から運休中)及びウラジオストック（夏季のみ）の２路線が開設されている。
・空港内には、空港を設置・管理する空港事務所を始め、航空会社、空港ビル会社等様々
な関係者が存在しており、これらの業務のために約７９０人が従事している。
　
３）環境面に対する影響
・北九州空港は、北九州市の沖合約３ｋｍの海上に位置しており、ほぼ南北方向に滑走路
が建設された。
・北九州空港は、周防灘の人工島に立地し、対岸（九州本土）とは空港連絡道路（連絡橋
で結ばれている。空港の対岸は埋立地が多く、埋立地の多くは産業団地となっており、自
然海岸は少ないが、産業団地に囲まれるようなかたちで曽根干潟がある。

エプロンバース及び
ＰＢＢ

運用時間

環境要素毎の北九州空港の特質は、次のとおりである。

[大気]
　北九州市では、大気環境に関して二酸化硫黄など５物質について環境基準値を定め、
一般環境大気測定局１４カ所において常時監視測定を行っている。
　観測対象の二酸化硫黄（So2）、二酸化窒素（No2）、一酸化炭素（Co）、浮遊粒子状
物質（SPM）については、平成９年から１８年まで、一般環境観測局のすべてにおいて環
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境基準を達成している。光化学オキシダント（OX）については、年間平均では環境基準
を達成しているものの基準を超える日が年間６０～８０日程度あるが、光化学スモッグ
注意報の発令に至る事態は生じていない。（参考資料－１）
　北九州空港に近い北九州市門司区、小倉北区、小倉南区の観測局も市内の他地域の観測
局と同様に環境基準値に適合しており、北九州空港による周辺地域の大気への影響はない
と考えられる。
　大気中のダイオキシン類の測定地点のうち北九州空港にもっとも近い測定地点は、門司
区松ヶ江観測局である。この観測局における大気中のダイオキシン類の測定結果による毒
性量については、環境基準値以下になっている。（参考資料－４）
環境基準＝年間平均値が0.6PG-TEQ/m3以下であること。松ヶ江観測局の年間平均値は0.02
          であり、環境基準値未満である。
　また、大気中のPCBについては、若松観測局のみで観測されているが、測定結果は評価
基準値未満である。（参考資料－４）

[騒音・振動]
　北九州空港は、北九州市の沖合約３ｋｍの海上に位置するため飛行経路等をベースに航
空機騒音を予測すると、環境基準を超える地域（WECPNL７０以上）は、すべて海上に留ま
っており、空港外の住宅や通常の生活に影響はない。したがって、北九州市では北九州空
港の対岸地域において航空機騒音の観測は行っていない。（参考資料－２）

[水]
　北九州空港は、北九州市の上下水道が整備されているため、空港からの雨水以外の排水
は下水管を経由して空港外の下水処理場で処理される。
　空港に近い周防灘海域に水質一般測定点（S-16）が設置されており、この測定点におい
て海水のBOD・CODは、「不適合」となっている。北九州環境白書によると、「周防灘の水
質は、この海域が閉鎖性水域の瀬戸内海の一部であり、植物性赤潮プランクトンの増殖等
が影響している」とのことである。北九州空港からの排水は海上へ直接排水されることは
ないため、上記の測定点における「不適合」と空港との因果関係はないと考える。（参考
資料－３）

[土壌]
　北九州空港の各施設からの排水や廃棄物は適正に処理されているため、土壌汚染は発生
しないと判断される。なお、冬期においては、航空機への防氷剤の吹き付け、滑走路、誘
導路等への融雪剤の散布が行われることがある。

[廃棄物]
　北九州空港から発生する廃棄物は、事業系一般廃棄物（機内ごみ含む）が年間約２７１
ｔ（平成１８年度）、一般産業廃棄物が年間約４ｔとなっている。
　なお、空港の維持管理工事に伴って大量に発生する刈草については、平成１９年度にお
いて６８ｔ、平成２０年度で１２８ｔ発生しており、またガレキ類の発生はない。
発生した刈草は、事業系一般廃棄物として焼却処分している。

[エネルギー]
　北九州空港では、航空機燃料以外に電力、プロパンガス、Ａ重油、灯油、ガソリン及び
軽油が消費されている。
　太陽光などによる自家発電を行い、電力の一部を旅客ターミナルビルに供給している。
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　空港での消費エネルギーの大半が航空灯火、管制機器及びターミナルビルで使用されて
いる。また、エネルギーの種別としては、その大半が電力エネルギーである。

[自然環境]
　北九州空港は、周防灘の人工島に立地し、対岸（九州本土）とは空港連絡道路（連絡橋
で結ばれている。空港の対岸は埋立地が多く、埋立地の多くは産業団地となっており、自
然海岸は少ないが、産業団地に囲まれるようなかたちで曽根干潟がある。北九州市では「
曽根干潟保全・利用計画」を策定し、自然環境と人間活動の共生を目指して曽根干潟の環
境保全に努めることとしている。

（３）環境目標の設定の考え方
　北九州空港環境計画における環境目標の設定にあたっては、本空港の規模、立地、気候
特性を考慮し、環境要素７項目について、発生・消費規模に留意することとした。
　なお、１０年後の目標設定にあたっては、今後、省エネ診断を行うことも視野に入れて
設定していく。その際、実効性を勘案して、可能な限り数値目標を設定する。

（４）実施方針の考え方
　１）目標年度
　・１０年後の平成３０年度を目標とする。
　・ただし、空港を取り巻く環境の変化や施策の技術動向等を勘案し、必要に応じて
　　見直すこととする。

　２）施策の実施スケジュール
　・策定された空港環境計画の施策の実施にあたっては、国の空港整備計画や施策
　　の技術動向を勘案し、緊急性、早期実施の可能性、他の施策との連携等を考慮
　　の上実施していくものとする。

　３）評価及び公表
　・毎年、関係事業者から、空港環境計画に基づく環境施策の実施状況の報告を受け、
　「実施状況報告書」として公表する。
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　・原則として概ね５年毎の評価を踏まえて、必要に応じて、環境目標及び
　　「実施計画」の見直しを行い、これを「評価報告書」として公表する。

（５）対象範囲
　１）対象となる活動範囲
　・空港内のすべての活動（人、航空機、車、各種設備の稼働等）を対象とする。
　・ただし、建設工事は、一過性のものであり、最終目標対象に直接リンクするものでは
　　ないことから対象とはしない。しかしながら、工事実施にあたっては、環境に対する
　　影響が最小限になるよう配慮が必要である。

　２）対象となる区域
　・空港環境計画の活動の対象となる区域は、空港用地を原則とする。

第２章　実施体制

　空港環境計画の策定と実施にあたっては、関係者の理解と協力に基づく総合的な環境
問題への取り組みが必要なことから、本空港の管理者が中心となり「北九州空港エコエア
ポート推進部会」を設置し、この推進部会のもとに「空港環境部会」を設置し、エコエアポ ト推進部会」を設置し、この推進部会のもとに「空港環境部会」を設置し、エコエア
ポートの空港環境施策の取り組みを実施するものである。

（１）エコエアポート推進部会の構成
　エコエアポート推進部会の構成は、以下のとおりとする。（順不同）

大阪航空局　北九州空港事務所 北九州空港振興協議会

九州地方整備局　北九州港湾・空港整備事務所 北九州エアターミナル（株）

九州運輸局　福岡運輸支局 （株）日本航空インターナショナル

福岡航空測候所　北九州空港出張所 （株）スターフライヤー

門司税関 全日本空輸（株）

福岡入国管理局　北九州出張所 中国南方航空公司北九州支店

厚生労働省　福岡検疫所門司検疫所支所 済州航空北九州支店

農林水産省　動物検疫所門司支所 （株）合人社計画研究所北九州支店

農林水産省　門司植物防疫所 北九州空港連絡バス運営協議会

福岡県　企画・地域振興部　空港対策局 北九州タクシー協会

北九州市　港湾空港局　空港企画室 空港内レンタカー事業者

苅田町

北九州商工会議所

苅田商工会議所

なお、推進部会の会長は空港長が、また推進部会運営の事務局は空港事務所が行う。

（２）エコエアポート推進部会の主な活動内容
本推進部会の主な活動内容は、以下のとおりである。
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①空港環境計画の策定
空港の環境現況を踏まえ、優先順位を考慮して空港環境計画を策定する。

②施策の実施
空港環境計画に基づき関係する各事業者が各々実施する。

③達成状況の評価
空港環境計画の各施策の達成状況は、協議会で評価する。

④教育・啓発活動
空港環境計画の実施にあたって、関係者に対し必要となる事項について継続的な
教育及び啓発活動を行うとともに、旅客に対してもゴミ等の削減キャンペーンを
行う。

第３章　実施計画
（１）大気（エネルギーを含む）

１）現状認識
[現況]
・CO２、Noxなどの汚染物質の大気中への排出の抑制が求められている。
・空港で消費されるエネルギー量削減のため「温度設定の最適化」、「自然エネル
ギー利用」、「ヒートポンプシステム利用」が施策として考えられる。
[現状の対策状況][現状の対策状況]
・北九州空港ではGPUは未導入であり、アイドリングの抑制もほとんど行われていな
い（事業者アンケートによる）。
・北九州空港においては温度設定の最適化として「冷暖房機器の適正温度設定」、
「冷暖房のこまめなON、OFF」、「不要時消灯」がすでに実施されている。
・自然エネルギー利用として、「太陽光発電」が導入ずみである。
・海上空港という特性を生かして「ヒートポンプシステム（年間を通じて水温が比
較的安定している海水を熱源水として熱回収を行い、夏季は冷房、冬季は暖房に利
用）」も考えられる。
・北九州空港は平成１８年開港の新しい空港のため建物構造や空調等の高効率機器
によりエネルギー効率の高い空港であるが、エコエアポートとして運用面で高い効
率を目指した目標が必要と考えられる。
２）具体的な施策
　大気汚染物質の排出量低減を計画的に実行するためには、化石燃料をクリーンな
燃料へ転換するとともにエネルギー消費量を削減し、ＣＯ２排出量の低減に努める
ことが重要である。
　このため、北九州空港における具体的な施策としては以下に示すとおりである。
①ＧＰＵの導入促進を行う。
②ＧＳＥなど、空港関係者保有車両のエコカー化を推進する。
③照明器具や空調機器などのさらなる高効率化、省エネ化を促進する。（関係者の
省エネ活動の推進）
④アイドリングストップ運動を組織的に展開する。
⑤公共交通機関のサービス水準の向上（深夜、早朝のバスサービス等）による自家
用車利用を削減する。
以上の施策により
【１０年後の目標Ⅰ：航空旅客１人あたりのＣＯ２排出量を削減する】
【１０年後の目標Ⅱ：エコカーの比率を上げる】
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３）施策の実施スケジュール
・施策①は、北九州空港のように旅客数や便数がそれほど多くない空港では、費用
対効果の面で難しい面もあると考えられるが、将来的に北九州空港を日本の空港の
中でどう位置づけ、整備するかという観点で議論しておく必要がある。
・施策②は、機器の更新時期を考慮しながら、計画的に実施していくことが必要で
ある。
・施策③は、すぐに実施可能な施策として本計画策定後すみやかに実施することが
必要である。
・施策④は、すぐに実施可能な施策として本計画策定後すみやかに実施することが
必要である。
・施策⑤は、バス会社などとの協議が必要であるが、２４時間運用空港として深夜
便や早朝便の利用者等の動向も考慮して促進を図る必要がある。

（２）騒音・振動
１）現状認識
[現況]
・北九州空港は海上空港であり、周辺地域への騒音の影響はないことから、周辺地
域への騒音の影響については「空港環境計画」において特段の目標設定の必要性は
低いと考えられる。
[現状の対策状況][現状の対策状況]
・空港内における騒音対策として、ハード面からの特段の対策はとっていない。

２）具体的な施策
　ターミナル地域でＧＳＥから発生する音なども極力小さくするよう次の施策を実
施することが考えられる。
　①ＧＳＥ車両については、更新時期に応じて低騒音型への転換を図る。
　以上の施策により
【１０年後の目標：空港周辺の騒音・振動を低減し、地域との共生を進展させる】

３）施策の実施スケジュール
・施策①は、機器の更新時期を考慮しながら、計画的に実施していく必要がある。

（３）水
１）現状認識
[現況]
・北九州空港から排水されている汚水は、北九州市の公共下水道を通じて空港外へ
排出されている。したがって、空港を取りまく海へ直接汚水が排水されないため、
空港の影響として海水が汚染されることはないと考えられる。
[現状の対策状況]
・水資源の消費抑制に関しては「雨水利用システム」が導入されており、雨水が中
水として活用されている。また「節水栓の設置」により水資源の消費抑制対策も導
入されているが、「中水再利用システム」は導入されていない。環境目標として、
さらなる節水などきめ細かい内容が必要と考えられる。

２）具体的な施策
　空港内での水の使用量を今後とも消滅するための方策を総合的に講ずるとともに
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雨水利用量の増加を図る。空港外への排水は北九州市公共下水道を利用しているが
、防氷剤等の薬剤混入水の空港外への排水については一定の配慮が必要と考えられ
る。
　①雨水利用量の増加を促進する。
　②節水キャンペーン等の展開により空港利用者も含めた利用者の節水意識向上を
　図る。
　③防氷剤等の散布効率を向上させる。
　以上の施策により
【１０年後の目標Ⅰ：水使用量に占める中水の割合を増やす】
【１０年後の目標Ⅱ：航空旅客１人あたりの上水・中水の使用量を削減する】

３）施策の実施スケジュール
　・施策①は、現在の雨水利用量をさらに増やすために必要な設備を検討する。
　・施策②は、すぐに実施可能な施策として本計画策定後すみやかに実施する
　ことが必要である。
　・施策③は、散布機の高性能化を図り、散布効率を上げるよう航空会社へ求め
　　ていくことが必要と考えられる。

（４）土壌
１）現状認識
[現況][現況]
・北九州空港では基本施設の融雪用としての薬剤は平成１８年度では使用してい
ない。航空機の雪氷防除用薬剤は、平成１８年度中に述べ５４回、３，６８５㍑
使用された。
[現状の対策状況]
・土壌汚染への対策としては、特段のものは講じていない。

２）具体的な施策
　北九州空港の排水は公共下水道で処理されており、給油施設等から油の流出が
発生しても中和剤で処理し適切に排出している。したがって、排水による土壌汚
染はないと考えられ、特段の目標設定の必要性は低い。しかし防氷剤の散布効率
向上の検討は必要である。
　①空港全体として、排水量及び水質の観測を継続して実施する。
　②防氷剤の散布効率向上策を検討する。
　以上の施策により
【１０年後の目標：防氷剤の使用量の低減を図る】

３）施策の実施スケジュール
　・施策①は、すぐに実施可能な施策として引き続き実施することが望ましい。
　・施策②は、北九州空港に就航している航空会社に、引き続き推進していくこ
　とを求めていくことが必要である。

（５）廃棄物
１）現状認識
[現況]
・廃棄物の発生抑制、分別回収に基づく廃棄物の再資源化が求められている。
・他の環境負荷要素に比べて廃棄物対策が遅れていることから、廃棄物の発生
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量削減、分別回収、再利用といった点での環境目標が必要と考えられる。
[現状の対策状況]
・北九州空港では、平成２０年１２月時点では廃棄物（ごみ）発生量の削減と廃
棄物の再利用についてはほとんど対策が講じられておらず、エコエアポートの望
ましい水準とかなりの乖離が生じている。

２）具体的な施策
　廃棄物については、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を徹底して推進
することで、発生量の抑制と再利用量の増加（リサイクル率の向上）が目標となる。
　北九州空港では、廃棄物は処理業者が一括引き取り処理しており、再利用量が把
握されていない。したがって、まず発生量とともに再生処理量を把握したうえで、
再利用率の向上を図らなければならない。
　①廃棄物発生量と再利用量の定量的な計測
　②廃棄物排出元におけるごみ減量化及び分別化の促進及び及びごみ減量化キャン
　ペーンの実施
　③グリーン調達の促進
【１０年後の目標Ⅰ：廃棄物（一般、産業別）のリサイクル率を上げる】

【１０年後の目標Ⅱ：航空旅客１人あたりの廃棄物（一般、産業別）発生量を削減する】

３）施策の実施スケジュール３）施策の実施スケジュ ル
　・施策①は、再利用量の計測など現在実施していない項目についてはすぐに実施
　する必要がある。
　・施策②は、資源ごみの分別回収をすみやかに実施するとともに、航空旅客、施
　設従事者の両方に対するごみ減量化キャンペーンの実施が望まれる。
　・施策①②③とも既に実施している事業所や公的機関があることから、目標数値
　の設定に当たっては慎重に議論する必要がある。

（６）エネルギー
（大気の項を参照のこと。）

（７）自然環境
１）現状認識
[現況]
・海上空港のため周辺の生態系等への影響は少ない。
・空港島対岸の干潟の保全に北九州市が力を入れているが、空港の影響は対岸まで
は及ばないと考えられているため、特段の対策は不必要と考えられる。
・空港島の緑化やビオトープの形成等に関する環境目標の設定が考えられる。
[現状の対策状況]
・特段の自然環境保全対策は実施していない。

２）具体的な施策
　北九州空港の自然環境については空港内の緑化促進以外、特段の目標設定は必要
ないと考えられる。
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（８）その他
１）現状認識
[現況]
　北九州空港は「２４時間運用空港」であるが早朝や深夜の時間帯では公共交通機
関が利用できず、空港内就業者や深夜・早朝便利用旅客は自家用車の利用が多くな
っている。空港周辺の自動車排気ガスの抑制のためにも、公共交通機関の充実を前
提とする自家用車利用削減対策が望まれる。

２）具体的な施策
　北九州空港は「２４時間運用空港」であるため、空港アクセスには空港利用者、
空港関係者とも自家用車の利用率が高い。空港アクセスに関しては、排出ガス、温
室効果ガスの更なる削減を目指して、公共交通機関の利用率を向上させる。
　①空港関係者は、自家用車による通勤等でエコドライブを実践する。
　②空港利用者に対し、空港連絡バスの利用や自家用車利用におけるエコドライブ
　を呼びかける。

３）施策の実施スケジュール
　　・施策①②は、すみやかな実施が望ましい。エコドライブの実施率については
　　数値で目標を示すことが難しいため、スローガン等による啓発が必要である。
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